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学習者から見た「ゆとり教育」に対する評価
Evaluation of Yutori Education from the Student Perspective
間　渕　泰　尚
要　旨
本論文では「ゆとり教育」を受けてきた当事者の意見を参照することで、教育政策ひいては教
育自体への「受ける側」の意見を分析することが目的である。その結果、評価の基準としてメディ
アなど外部の意見と、自分たちの実感がともに影響を与えていることが確認できた。また実際に
「ゆとり教育」を受けた年数が異なる世代を比較することで、背景にある「新学力観」や「生き
る力」といった理念が次第に浸透しつつあることが分かった。
キーワード：ゆとり教育　教育社会学　教育制度　初中等教育　若者論　受け手による教育評価
１．問題関心
2016年、『ゆとりですがなにか』というテレビドラマが放送された。教育や学校というのは
誰しもが通過する制度であるから、誰しもが何らかの思いを抱いている。そのため、ドラマや
映画で取り上げられる機会も勢い多くなる。しかし、ある一時期の教育カリキュラムの特徴を
表す言葉が専門書ではなく、テレビドラマのタイトルとして取り上げられるのは珍しいのでは
ないだろうか。それだけ、「ゆとり教育」という言葉が単なる教育内容を大きくはみ出す社会
的なインパクトを与えたといえるだろう。
その一方、とかく教育は社会的に構成された「イメージ」によってその意味付けや評価が左
右されやすいものでもある。偏差値や業者テストをめぐる騒動、学力低下問題など、本質から
やや離れたところでイメージが形成され、施策を左右してしまう場合もある。
本論でとりあげる「ゆとり教育」も社会的なイメージによって様々な語られ方をしており、政策史
的な研究も多いが、多くは教育を計画・立案もしくは実施する側からの評価となっている。実際に「ゆ
とり教育」を受けた人たちからの評価をとりあげたものは思ったより少ない。そこで本論文では複数
世代にわたるデータを使って、「ゆとり教育」を受けた側からの評価を分析することで、外部からの
イメージだけでなく受けた側の主体的イメージ形成、さらに「ゆとり教育」から「脱ゆとり教育」へと
カリキュラムが変化していく中で、教育を受ける側にはどのような変化がもたらされたのかを明らか
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にする。そこで見られたのは、形式的な「ゆとり教育」カリキュラムの変化にも関わらず、この間の教
育課程に通底する「生きる力」や「新学力観」といった概念が浸透している兆候が見えることである。
以降まず「ゆとり教育」をあらためて定義し、政策的経緯を概観し、先行研究を整理した（２．）
あと、賛否の構成変化（３．）と自由記述の変化（４．）について分析し、考察を行う。
２．「ゆとり教育」をめぐる議論と背景
２-１　「ゆとり教育」の定義
広く使われる「ゆとり教育」という言葉だが、それが指す内容は一通りではない。そこで、
まずは「ゆとり教育」自体を定義しておこう。
「広義のゆとり教育」とは、1980年から導入された学習指導要領以降、現行学習指導要領が
2012年に実施されるまでの約30年間のカリキュラムを指す。1970年代の教育は「新幹線教育」
と呼ばれ、多数の「落ちこぼれ」を生んできたとの認識に立って、1980年実施の学習指導要
領で戦後初めて教育内容の「精選」が行われた。
その後、1984年から1987年にかけての臨時教育審議会（臨教審）路線を受けた教育の国際化・
個性化・情報化といった方向性、さらに産業界からの要請による学校完全週休２日制（＝学校
５日制）の導入というような社会情勢を受け、1992年からの学習指導要領でも内容の精選路
線が続けられた。と同時に、旧来の知識や技能を中心とした学力観から思考力や問題解決能力
などを重視する、いわゆる「新学力観」が導入された。
一方、「狭義のゆとり教育」とは2002年から導入され、2011年まで実施された学習指導要領
による教育を指す。この学習指導要領は1998年から99年にかけて改訂され、2002年から小中
学校で、2003年から高校でも完全実施されることとなった。ここからは、特に断りが無い限り、
単に「ゆとり教育」といえばこの「狭義のゆとり教育」を指すものとする。
２-２　「ゆとり教育」の経過とPISAショック
先述の通り、2002年から実施された学習指導要領は1998年に定められた。内容が公開され
ると、教育内容が大きく削減されるということで批判的な意見が続出した。中でも岡部他著『分
数が出来ない大学生』（岡部他　1999）の出版などを契機とした、いわゆる「学力低下論争」
は大きな影響力を持ち、「ゆとり教育」への疑問が百出する結果につながった。
文部科学省は、こうした議論を受け、新学習指導要領の導入直前となる2002年１月17日に「確
かな学力向上のための2002アピール『学びのすすめ』」を発表する。これは「基礎・基本の確
実な定着」「個性の重視」「学習意欲を向上」「学習習慣の定着」「特色ある学校づくり」によっ
て「生きる力」や「心の教育」を推進し、「確かな学力」に結び付けることで、「ゆとり教育」
への批判に対抗しようと言う意図がよく見えるものとなっている。
こうした状況下、２つの国際学力調査の結果が「ゆとり教育」路線を大きく揺るがせること
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となる。つまり2003年PISA調査および2003年TIMSS調査である。
PISA調査（Programme for International Student Assessment、生徒の学習到達度調査）は
OECD（経済協力開発機構）によって2000年から始められた調査で、当初はOECD加盟国で、
おおむね義務教育修了段階となる15歳の生徒を対象に、読解力、数学的リテラシー、科学的リ
テラシーなどを中心に生徒の成績を研究することが目的とされている。2000年の第１回調査で
は、日本は数学的リテラシーで１位、読解力で８位、科学的リテラシーで２位という成績であった。
しかし2003年調査では科学的リテラシーこそ２位を維持ししたが、数学的リテラシーでは
６位、そして読解力では14位へと順位を大きく下げる結果となった（図１）。
同じく2003年に結果が公開されたのがIEA（国際教育到達度評価学会）が実施している
TIMSS （Trends in International Mathematics and Science Study） という調査である。これ
は算数・数学および理科に関する国際的な到達度評価である。初回調査は1995年に行われ、
以降４年ごとに調査が実施され、結果が公表されている。2003年調査では数学・算数につい
ては小学生で25カ国中３位、中学校で45カ国中４位、理科は小学校で３位、中学校で６位となっ
た。こちらも小学校の算数以外は順位を落とす結果となっていた（図２）。
この結果はそれ以前から巻き起こっていた学力低下論争にさらに火をつける結果となり、「ゆ
とり教育」見直しの機運が高まったのである。文科省もこれらの声を無視することができず、
相前後して2003年10月には中教審が「初等中等教育における当面の教育課程及び指導の充実・
改善方策について」という答申を出し、学習指導要領の基準性の明確化―いわゆる歯止め規定
の廃止と「最低基準ではなく、発展的内容を教えても良い」という方針の確認や、必要な学習
指導時間の確保などを打ち出した。また実施の詳細を定めず各学校が定めることとした総合的
な学習の時間については学校間の差が非常に大きいことを鑑み、その改善方針も打ち出した。
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図１　PISA調査における日本の分野別順位の推移
出典：国立教育研究所『OECD生徒の学習到達度調査』各年度版報告書
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この方針を受け、2005年度から使用される中学校の教科書では、たった３年前に削減された
内容が「発展」としてほとんど復活する事態を招くこととなった。
こうした変化を受けたPISAの2006年調査では３分野いずれもさらに順位を下げることと
なったが、次のPISA2009年調査、ならびにその２年前に行われたTIMSS2007年調査では順位
の改善が見られた（図１および図２）。PISAについては３分野全てで順位が改善し、特に読解
力は15位から８位と大きく順位を上げた。TIMSSについては中学理科では順位は変わってい
ないが、数学では６位から３位と順位を上げた。小学校ではいずれも３位から４位と順位は下
げたが、参加地域が25カ国から36カ国と増えたこともあり、低下とはみなされなかった。
上記の調査結果は「ゆとり教育」の失敗→「ゆとり教育」路線からの撤退→「脱ゆとり」路
線の成功として語られることとなった。しかし実際には上記のように、「ゆとり教育」が導入
されたのは2002年からであり、PISA2003を受験した、当時高校１年生の世代は実は１年だけ、
しかも移行措置段階でしか「ゆとり教育」を受けていないのである。またPISA2009では学力
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図２　TIMSS調査における日本の分野別順位の推移（中学校）
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図３　TIMSS調査における日本の分野別順位の推移（小学校）
出典：国立教育研究所『国際数学・理科教育動向調査（TIMSS）』各年度版報告書
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が成績が向上したことにより、「脱ゆとり」の効果が表れたという論調が目立ったが、このテ
ストを受けた世代は2002年から2009年までゆとり教育を受け続けた世代であり、PISA2009で
の成績向上はむしろ「ゆとり教育」の成果が表れたもの、とさえ呼べるものだったのだ。
PISA調査では2012年でも成績が向上しているが、この世代は小学校が６年間全てゆとり教育
のカリキュラムだった世代であり、むしろ「ゆとり教育」の効果が存分に発揮されたとも考え
られるのである。
以上は全て、国際的な学力調査から見られた、いわば客観的なデータに基づいた「ゆとり教
育」への評価だと言える。こうした結果については岩木（2004）、藤田（2005）をはじめ多く
の論者が政策動向を中心に批判的な研究を行っている。しかしこれらは全て外部の目線から見
た評価である。実際に教育の渦中に居た児童生徒はこうした「ゆとり教育」についてどのよう
な評価を下しているのだろうか。
２-３　先行研究
「ゆとり教育」という政策そのものについては先に述べた岩木（2004）や藤田（2005）が論
じている。岩木は近代的な能力主義の変遷という視点から戦後教育政策史を位置づけ、臨教審
路線ならびに学力論争から生まれた「ゆとり教育」は近代能力主義（モダン・メリトクラシー）
から脱近代能力主義（ポストモダン・メリトクラシー）への移行を象徴するものだとしている。
そうして「マクドナルド化が極限まで進んだ高度消費社会では、一般大衆は克己的な努力の成
果である地位や所得を通して互いを評価するのではなく、表層的な個性に囚われて相互を評価
する社会」を作り上げるとし（岩木 2004, p.11）、その結果生まれた社会を「個性浪費社会（イ
ディオシンクラシー）」と名付けている。
一方藤田（2005）は教育基本法改正に至る義務教育の大きな転換期にあたって、「ゆとり教育」
を始めとする改革は「矛盾に満ちてる」とし、その矛盾を合理的に解消せずに改革が進展する
結果、「事態はますます歪み悪化していることになる」としている（藤田 2005, p.179）。その
上で、「ゆとり教育」政策と「学力重視」政策それぞれが内在する矛盾と、両者を共に追及し
ようとすることから生まれる矛盾が存在することを指摘している。その結果、「『ゆとり教育』
を至上命令として実践せよと言われ続ける中で、種々の疑問や困難を抱えながらも、その方向
での努力を重ねてきたのに、突然、これからは『学力重視』だということになったのだから、
現場が混乱し、パニック状態・思考停止状態に陥ったとしても不思議ではない」としている（藤
田 2005, p.182）。またこうした改革が個性重視という旗印の下で進行することによって、学
校選択制の容認や中高一貫校が人気をあげ、できる子が集中する学校とそうでない学校が分化
する、いわば＜強者の論理＞による教育再編が進むことを危惧している（藤田 2005, p.198）。
では教育を受ける児童・生徒の立場から「ゆとり教育」への評価を行っている研究はどうで
あろうか。佐藤（2012）は、受講生に対して「ゆとり教育」に関するグループ討議を行った後、
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「ゆとり教育」への認識を問うレポートを課題として提出させ、それを分析している。その結果、
「ゆとり教育」への認識は学生によって多様であること、「ゆとり教育」の教育課程にはマイナ
スイメージを持っているが、ゆとりのビジョンに対しては支持的表現を用いていることが明ら
かになっている。今野（2013）は現職教員６名と学生５名を対象に、PAC分析法という自由
連想法を起点にしたイメージ調査から、教員と学生の意識構造を探っている。それによると、
教員と学生では相反すると言うより共通する要素が見られること、「ゆとり教育」を構成する
主要素である「自主性」に対して、学生には一定の自覚が見られたが、教師にはあまり自覚が
見られなかったこと、「ゆとり教育」以外を体験していない学生には評価のゆれが見られるが、
教師は「ゆとり教育」以外の授業体験があるかどうかが印象形成に影響を及ぼしていることな
どが明らかになっている。ただ、佐藤（2012）にしても今野（2013）にしても、調査対象は
単年度となっており、世代としても多くの世代にまたがることは無い。そのため、「ゆとり教育」
から「脱ゆとり」化していく中での経年変化を追う形にはなっていない。
佐藤・岡本（2014）は世代論として「ゆとり批判」を俎上に上げている。その中で、「『ゆ
とり世代』と勝手に呼ばれてしまった当事者たちのちょっと真剣な議論」（佐藤・岡本 2014 
p.78）として９名による座談会を収録している。こちらの座談会には複数の世代が参加してお
り多くの意見が取り上げれているが、座談会という性格上、結論らしきものは提示されていな
い形となっている。世代論という観点からは浅野（2013）が「個性重視教育から多元的自己へ」
（浅野 2013 p.93）という流れに「ゆとり教育」を位置づけ、従来否定的にとらえられてきた
自己の多元化に対する反論を試みている。
２-４　データ
本論文で分析するデータは、筆者が「教育社会学」の授業で導入しているコミュニケーショ
ンシート（いわゆるリアクションペーパー、以下CSとする）へのコメントである。毎回の授
業で最低１つは「お題」を出し、コメントを求めている。年度によって進行状況に差異はある
が、15回の授業のうち、おおむね５回目～７回目あたりの授業で「ゆとり教育への賛否」を
書いてもらっている。実際には賛否だけでなく、その理由も書くように指示している。また前
期（春学期）の授業にはA学科所属で国語もしくは英語の中・高教育免許取得を希望する学生
と、B学科所属で保健体育の中・高教員免許取得を希望する学生が出席している。配当年次は
２年次なので、受講者の９割程度は２年次生である。一方後期（秋学期）の履修者はC学科所
属で小学校及び幼稚園の教員免許取得を希望する学生であり、こちらは配当年次が３年次と
なっているため、９割程度が３年次生、残りが４年次生となっている1)。
今回分析対象となっている学生が、実際どの程度「ゆとり教育」を受けてきたのだろうか。
最年長の学年となるのが2013年秋クラスで３年次生だった学生である。彼女らは1992年度の
生まれで、小学校４年生から高校卒業まで、ほぼゆとり教育を受けて大学に入ってきた世代で
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ある。1995年度生まれ（2015年春クラス・2016年秋クラス）は小学校から中学終了までの９
年間がゆとり教育で、高校から脱ゆとり教育を受けている世代となる。以下１年ずつ脱ゆとり
教育を受けた年限が長くなり、もっとも年少の1998年度生まれ（2018年春クラス）の学生は
小学校のみがゆとり教育で、中学校からは脱ゆとり教育を受けた世代となる。
CSへのコメントでは賛成または反対を明確に記入しているものが多いが、中には賛成意見
と反対意見を併記しているものや、判断がつきにくいものもある。そのため、「賛成」「反対」「ど
ちらともいえない」への分類は筆者によるものである。ポジティブな文言が多ければ、賛成と
明記されていなくても賛成に分類し、ネガティブな文言が多ければ反対に分類している。両論
併記したものや分類が難しいものは「どちらともいえない」に分類した。その意味で、賛否の
意見を厳密に問うたものではないことには留意されたい。
３．ゆとり教育への賛否
それではゆとり教育への賛否が年度によってどのように変動しているのかを見ていこう。図
４および図５は2013年度から2018年度までの６年度にわたってゆとり教育への賛否を尋ねた
結果の推移である。図４は前期（春学期）に実施しているA学科・B学科混合の受講生対象の
授業で実施した結果、図５は後期（秋学期）に実施しているC学科対象の授業での結果である。
グラフ中の数字は構成比ではなく実人数である。したがって、年度ごとに数字を合計すること
で、回答者数が分かる。例えば春クラスの2013年度は賛成29人、どちらとも言えない17人、
反対35人であるから合計81名、以下同様に2014年103人、2015年124人、2016年72人、2017
年73人、2018年95人となっている。同様にC学科（図５）での合計人数は2013年が85人、
2014年が140人、2015年が124人、2016年が137人、2017年が150人、2018年が188人となっ
ている。
図４から分かるのは、多少のばらつきはあるものの、賛成の割合が2013年の約35％程度か
ら2018年の約19％まで、漸減傾向にあることである。反対の割合は2013年の43％から2018年
の62％まで増加はしているが、賛成ほどのなめらかな変化はしておらず、年度によるばらつ
きは大きいと言える。
それに対して、秋クラス（C学科）での意見を見ると、春クラス（A・B学科）とは違った
傾向がみられる。2013年から2017年までは、賛成派が32％～38％と30％台中間で推移してい
るが、2016年が賛成派62％と突出して多くなっている。2018年も賛成派が48％となっている。
逆に反対派を見ると2013年の53％から2018年の34％まで、ばらつきは大きいとはいえ漸減傾
向がうかがえる2)。
前述の通り、春クラスでは受講者は２年次生が中心で、秋クラスでは３年次生が主体である。
したがって、全学生に対して世代効果が同様に働いているとすると、秋クラスでは１年遅れて
春クラスと同様の動きが出ると予想される。実際、秋クラスの2016年が何らかの事情で「外
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れ値」となっていると考えると、春クラスの2013年から2017年にかけての増減と、秋クラス
の2014年から2018年にかけての増減は同じような傾向にあるとも考えられる。以上の比較か
ら、教育を受けた年度によって、「世代効果」のようなものは見られると考えていいのではな
いか。
しかし反対派の変化をみると、全く同じ効果が及んでいるとまではいえないかもしれない。
特に秋クラスでは反対派の減少傾向がみられるからである。春クラスでは2018年に反対派が
増加しているが、この傾向と同様の動きが来年度の秋クラスで見られるのかどうかで判断をし
たいところである。
もちろん、A・B・Cの３つの学科はそもそも入学してくる層が異なっていることは十分に
予想できる。比較的安定しているのはB学科で、保健体育の教員免許取得を目指す層である。
C学科の受講者には小学校教員を目指すものと、幼稚園教員もしくは保育士を目指すものが混
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在しており、その比率は年度によって異なると考えられる3)。
４．ゆとり教育への意見―記述内容から
コメントシートでは単なる賛否だけでなく、その理由も書くように指示している。ここでは
その自由記述内容から、学生が抱いている教育へのイメージがどのようなものであるのか、ま
た賛否の判断基準がどのような点にあるのかを考察していく。
ここでは各年度ごとに寄せられたCSへの記述を、KJ法の手法でグルーピングした後、結果
をマインドマップソフトで集約した。それぞれの年度ごとに差異は見られるが、ここでは経年
変化を見るという意味から2013年秋クラスと2018年秋クラスの記述を中心に分析していく。
具体的な内容については以下の図６および図７に示した。
４-１　共通に見られる点
両年度に共通に見られる点としては、以下の５点ほどが見られる。
まず第１に、大人、あるいは社会からの偏見や、世代としてくくられ、同一視されることへ
の反発である。例えば「ゆとり世代と言われるのが嫌」（2013秋）や「ゆとり世代だからとい
う偏見」「年長者がゆとりを認めていない」（2018秋）といった意見がそれにあたる。その延
長線上にあるのが、自分たちもある意味被害者であるという主張である。「ゆとり教育を進め
た政府が悪いのにゆとり教育世代が悪いという風潮がある」「正直自分たちは被害者」（2013秋）
といった意見がそれにあたる。
図６　「ゆとり教育」への意見の構造（2013年秋クラス）
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第２に同様にネガティブな視点として個人差が開く、社会に出てから困る、といった方向性
の意見が見られた。例えば「個人差が大きくなる」「お金がある人は塾に行ける」（2013秋）「学
力で個人差が開く」（2018秋）といった意見がある。社会に出てから困るという視点について
は「競争社会で打たれ弱い」（2013秋）「大人になって常識が足りない」（2018秋）などの意見
が代表的である。
第３に、そうしたネガティブな意見とは反対に、「ゆとり教育」をポジティブにとらえる意
見も見られる。まずは「ゆとり教育」が意図した「生きる力」「新学力観」への理解を示すよ
うな主張である。例えば「一人一人が学びたいことを学ぶべき」「子ども自身の意欲が失われ
るようでは意味がない」（2013秋）といった意見や、「グループ学習やプレゼンなどが今につ
ながっている」「学習意欲や思考力が育つ」（2018秋）といった意見である。
第４に、その一方で賛成の理由として脱知識主義的傾向をうかがわせるものの見られた。「抜
けていた内容は知らなくても困ってない」（2013秋）「社会や理科で学んだことなんて使う人
は少ししかいない」（2018秋）といった意見がそれにあたる。
最後に強調しなければならないのは、自己肯定的傾向である。つまり、「ゆとり教育」を否
定するということは「ゆとり教育」を受けた自分たちを否定することになってしまうので、そ
れを避けるような傾向である。「自分がそれで育ってきて不自由がない」「自分がゆとりで困っ
たことがない」（2018秋）という意見がそれに該当する。今回取り上げなかった年度にも「楽
図７　「ゆとり教育」への意見の構造（2018秋クラス）
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しい学校生活を送れたから賛成」（2015秋）といったコメントがあった。
４-２　年度による変化がみられる点
次に年度が経過するにつれて傾向が変わっている点をあげる。
まず早い年代に多くみられる点が大きく分けると２つある。１つ目はメディアなどでの伝え
られ方に対する批判である。中でも学力低下論に対する反発は早い年代ほど強い傾向がみられ
た。典型的なものとして2015年秋クラスでは「一部の出来の悪い人ばっかりゆとり代表とし
てメディアに出ている」という意見が見られた。他にも「ゆとり教育で学力が下がったという
事実はない」（2013秋）といった意見が寄せられた。
もう１つ特徴的なのは自分たちの世代を上下の世代と比較しての意見である。つまり、自分
たちの世代だけが「ゆとり教育」を受けていて、上の世代から見ても下の世代から見ても自分
たちの知識量が少ないのではないかという意見である。「年下の子は知っているのに自分達は
知らないことがある」（2013春）「学んでいないことが多い」（2013秋）といったものが代表的
である。こうした意見は年度が新しくなるとあまり見られなくなる。データ取得の対象となっ
た授業は教職に関する科目なので、学生の多くは教員志望である。そこから出てくるのが、自
分たちが習っていないことを教えなければならないという不安である。「自分たちが学んでい
ないことをしなければならない」「指導するときに困る」（2013秋）といった意見がそれにあ
たる。年度が下るにつれて、受けた授業の「脱ゆとり」化が進行するので、新しい世代ではこ
うした意見は見られなくなっている。
逆に新しい年代ほど増えてくる意見としては、まず勉強以外に時間を使うことに対する肯定
的な評価である。家族と過ごす時間が増えるという意見は年代に関わらず見られるのだが、特
にオリンピックなどスポーツ分野を始め将棋など様々なジャンルで若い世代の活躍が目立つこ
とがその根拠になっているようだ。「スポーツなどで活躍してる人が多いから悪いことばかり
ではない」「部活動に打ち込める」（2018秋）といった意見がそれにあたる。
もう１つ近年の特徴と考えられるのが、「ゆとり教育」を客観的にとらえ、その長所と短所
を見極めていわば「いいとこどり」をするべきだという意見である。「両方の良さを取り入れ
るのが必要」「五分五分」（2018秋）といったものがそれにあたる。カリキュラムの「脱ゆとり」
化がすすみ、どちらもある程度体験した世代だからこそ出てくる意見だと言えるだろう。その
代わり、「途中から補助教材が増えて大変だった」（2018秋）というように変化への対応とい
う点から反対する意見も見られている。
今回のデータは６年７世代にわたる範囲からデータを収集しているので、この間の変化があ
る程度読みとれる。その変化は受けたカリキュラムの中で「ゆとり教育」と「脱ゆとり教育」
のバランスが漸次的に変化したことに対応して現れていると言える。
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５．考察
ここまでの分析結果をまとめると以下のようになる。まず、「ゆとり教育」に対する賛否を
見ると、A・B学科では「ゆとり教育」への賛成意見が漸減する傾向が、C学科では反対意見
が漸減する傾向が見られた。これは相反する傾向であり、賛否という観点では単純に語りつく
せないということが分かる。またA・B学科とC学科では受講学年が１年ずれているが、両者
にはちょうど１年ずれて同様の傾向が見られるため、世代による効果がある程度は見られると
判断できる。
次に具体的な意見を見ると、世代に関わらず共通している要素と、世代によって変化してい
く要素が見られた。各世代に共通しているのは、まず「ゆとり世代」としてくくられることへ
の不快感や反発である。次に「ゆとり教育」によって個人間・世代間の格差が拡大することを
危惧する意見が見られた。その一方で「生きる力」「新学力観」への理解を示すような主張もはっ
きりと確認できたが、脱知識主義的傾向も同時に見られた。そして賛否に大きく影響している
のは自己肯定的な傾向であることも明らかになった。
世代による変化としては、メディアなどへの取り上げられ方に対する反発があげられる。こ
れはメディアで取り上げられる頻度が最近減ってきていることにつれて、学生からの意見とし
ても減少傾向にある。また上下の世代と比較して、自分たちが不利になるという声も世代が上
であるほど多く見られた。教員として現場に出る際の不安も同じ傾向に位置する。その一方で、
世代が新しくなるほど学習以外に時間を使うことに対するポジティブな意見が増えるのも特徴
的な傾向であった。それと同時に「ゆとり教育」を客観的に見られるようになってきたことも
分かる。
以上の結果と、２．で確認した「ゆとり教育」政策の変動や、今後のカリキュラム改訂の方
向性を勘案すると、以下のような内容が結論付けられるだろう。2002年から導入された「ゆ
とり教育」路線のように急激な変化は、たとえその理念が妥当だったとしても、現場レベル・
児童生徒レベルではあまり好ましい影響を与えているとは言えない。そうした問題点が多くあ
る一方で、「ゆとり教育」の背景にある「新学力観」や「生きる力」といった理念は着実に浸
透していることがうかがえる。臨教審以来の個性化路線は着実に浸透し、メディアや大人から
の批判に流されることなく主体的な判断が出来るようになってきているとも言えるだろう。も
ちろん極端な個性化は私事化の傾向を生み、「私がよければそれでいい」という発想につなが
りかねない。「ゆとり教育だからといって何も困っていない」という意見が散見されることに
は注意が必要であろう。
かつて藤田（2005）が懸念したような政策の根本的な矛盾点は、いまも解消されていると
は言い難い。時代が急スピードで変化する中で、またグローバル競争に勝ち抜くという社会的
な要請の中で、必要とされる知識はますます増える傾向にある。学習指導要領もそうした変化
に対応し、英語教育の早期化やプログラミング教育の導入など新しい内容を増やしつつある。
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その一方で個性や意欲を重視する方向は、いわゆる「学力の三要素」を受けた新大学入試シス
テムでも継続している。これはネーミングこそ違えど「ゆとり教育」路線の継承と言える。そ
うした矛盾を抱えた制度が子ども達を被害者としないためにも、多面的な政策評価を行い続け
ることが必要であろう。
注
１）A学科およびB学科では「教育社会学」が免許取得の必修科目となっているため、教員免許取得希望
者が全員履修する。C学科では「教育制度」と「教育社会学」がいずれか選択必修となっているので、
履修者数は年度によって変動する。
２）春秋両クラスでの年度を揃えるために今回の分析からは除外したが、秋クラスでは2012年にも同じ調
査を行っている。賛成17人（22％）、どちらともいえない28人（36％）、反対33人（42％）となって
おり、こちらを勘案すると秋クラスでは賛成派が漸増傾向ともいえなくもない。
３）受講者における希望進路のデータは取得していないので、今回は残念ながらその観点からの分析は不
可能である。
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